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財政社会学的アプローチによる租税政策・租税制度の実証分析の可能性
―赤石孝次(2005)「日本型消費税政策の新政治経済学」の検討―
神奈川大学　五嶋陽子

問題意識
　従来の租税研究は主として租税論、税制改革論、課税に関する実証分析、租税制度論、税制史の領域で蓄積されてきたと言える。租税論では例えば宮島（1989）で取り上げられるように包括的所得税、支出税、付加価値税、資金ベース法人税、ホール‐ラブラシュカ型フラット税、分類所得税に関する理論や最適課税論が展開されており、税制改革論は租税論と実際の税制の乖離から改革の方向性を、その時代や経済社会が要請する租税規準に照らし合わせ、その中から見出す、いわゆる租税制度を再設計するための一連の論議であると理解される。租税とは公権力による一方的かつ強制的な経済価値の譲渡であるとされるので、政府側から見ると財源確保の手段であるが、租税を賦課される側である家計や企業に対して影響を及ぼす側面があることを忘れてはならない。そのため課税に関する実証分析では税収効果はもとより、資源配分の観点から課税による超過負担の規模の推計が行われ、また分配の観点からは課税のみ、あるいは課税と移転システムの双方を視野に入れた再分配構造の考察が試みられている。租税制度論はともすれば租税制度の記述であるとして軽視される向きがないわけではないが、租税制度の解釈なくして税制改革論や課税に関する実証分析を行うことは困難である。別言すれば税制改革論や課税に関する実証分析の結果を意味あるものとし、政策提言という形に結実させるには現行租税制度の理解が不可欠であると考えられる。最後に税制史の領域ではどうかというと、税制史は財政史研究に包摂されるものもあるが、経済の発展、財政状況の変化等を背景にした新税の導入過程あるいは租税制度の変遷過程が精査されてきた。
　本報告ではこうした研究領域ならびに研究蓄積を踏まえて、財政社会学は租税政策・租税制度の実証分析にどのようなアプローチを提供することができるのか、財政社会学は租税分析に関するテーマの開拓に貢献するのか、財政学的あるいは経済学的アプローチによって従来から考察されてきた領域に対して別な視座からの異なる分析を可能にするのかについて検討したい。
具体的には歴史的新制度論アプローチと社会契約論アプローチを結合して日本の消費税依存の相対的低位な水準の推移について分析した赤石孝次(2005)「日本型消費税政策の新政治経済学」を取り上げ、財政社会学的アプローチの租税政策分析への適用可能性という狭義の範囲に留まらず、同アプローチによる租税政策・租税制度の分析の可能性について考察する。
I. 赤石論文
1．問題設定：日本の消費課税水準が低位に推移した理由とその帰結

2．方法論：Steinmo(1993)の歴史的新制度論とGaron & Mochizuki(1993)の社会契約論
　・政治アクターの行動を規定する政治制度の違い→各国税制の差異
　・社会契約(国家と社会諸集団の政治的取引関係)の変化→日本の公共政策の変化　
3．国際比較：日本とスウェーデン(表1)
4．目次
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5．内容

（１）選挙制度，社会契約，および戦後消費税政策
選挙制度と社会契約

· 終戦直後の地方への人口の偏りに基づいた選挙区の議席の配分

→単記非委譲式中選挙区制度(single non-transferable vote: SNTV)下の国会の政治的権力の均衡

→①都市から地方への所得移転

　　　米価の維持

　　　地方における公共事業の展開

　　　地方の農林漁業従事者と小規模事業者を過度に優遇する政策

　②票や政治資金を自民党に集中させるメカニズムを構築

· SNTV下の比較的低い得票率での当選の可能性

→自民党議員は有権者一般よりも組織化された独自の後援会組織の形成を図り、支持票の取り付けのために経済成長の果実を支持基盤に自ら振り分ける仕組みを維持　　

　　　補助金、公共事業、政策減税

→自民党は特定のイデオロギーや政治綱領よりも地元有権者や特定業種のニーズに関与する政治家集団としての性質を強めた

→各選挙地盤の個別利害の対立が存在する

→官僚が日本の高生産性部門の大企業によって作り出された経済的富を自民党の選挙地盤を形成する各地域または業種ごとに仕切り再分配を行い、利害対立の顕在化を防ぐ
戦後消費税政策

1949年シャウプ勧告
　民主化のために社会的公平が必要不可欠
→支払能力原則に基づく直接税中心の税制の勧告
→しかし

　　終戦直後の物質的欠乏と激しいインフレによる戦前の富裕階級の没落

　　生産の深刻な停滞による企業所得の低迷

　　闇市場の急成長による正確な捕捉が困難な所得の増大

　により、税収確保の要請

→租税の十分性、弾力性と消費の公平性、競争に対する中立性を満たす歳入調達

→間接税の存続

1948年取引高税の導入
　　　小規模業者の反対：事業への政府介入の増大を危惧

　　　シャウプ使節団の反対：公平性と中立性を揺るがす

→1950年取引高税廃止

大蔵省
・1961年の政府税制調査会答申まで直間比率の是正、所得税減税の財源確保、道路特定財源の確保の観点から間接税中心の歳入調達に租税政策の力点を置いていた。
・流通・競争関係における負担の公平を消費の公平(奢侈品課税)に優先させることで税収確保に応える

　→新しい品目への課税、既存税率の引き上げ

　→税負担増大を懸念する小規模事業者集団の強固な反対

　→個別間接税の引き上げの難航、繊維課税導入の度重なる失敗

自民党議員・各政治家
・大蔵省の歳入調達努力に反対

・選挙区もしくは選挙基盤で仕切られた地域的・業種的個別集団に租税優遇措置を提供する

・後進地域や経済的・社会的衰退部門の支援計画として公共事業費・公共支出の増額を要求する
大蔵省
・1956年個別利害の税制への影響を遮断する方策として、政府税制調査会を通して一般売上税の導入を試みたが、小規模生産者、小売業者、地方の利害関係者、彼らを支持基盤とする議員からの抵抗に合う。
通産省(1949年設置)

· ライフサイクルの初期段階にある重点産業や企業の発展を促進するために税制を利用することを選好する。
大蔵省

・将来の税源の育成という観点からこの政策を許容した。

・1950年代半ばまでに不況に喘ぐ産業や地域に対する補助を含む

　→大蔵省は方向性に不満

自民党

・通産省の後ろ向きの租税政策を支持

→農林漁業従事者や中産階級の支持基盤を統合する

経済社会の状況
・1950年代半ば、高度経済成長で耐久消費財需要、公教育、租税優遇策

→耐久消費財購入のための貯蓄に消費者を駆り立てる

・政府は低利貸付を企業に提供→新規施設・設備投資の促進

・大量生産・技術革新→規模の経済の実現→大衆消費財の大幅な価格低下

　　　　　　　　　　　　　　　　↓

大量の消費財の存在と大衆消費

・しかし1937年に奢侈品課税として導入された物品特別税と1938年以降の物品税は行き過ぎた再分配志向によって、個別間接税内部においても奢侈品課税的性質が追求されなければならない
　→大衆消費物品への課税に至らない

・1961年の自然増収→直接税中心の税体系による税負担の公平の追求
　
（２）組織労働者との社会契約と戦後租税政策への影響

・国民の中流意識、高度成長、経済合理化

　→地方の農業部門や伝統産業部門から大都市にある輸出を志向する大規模製造部門への大規模な労働力の移動を作り出す

　→自民党の支持基盤を掘り崩す

　→自民党は道路特定財源の利用による道路網の整備、均衡ある国土発展の名の下に地方の公共事業を拡大する

　→国民所得増大の便益の再分配

　→政治的支持基盤の維持

・1960年代半ば以降自民党支持率の低下

・1966年自民党の｢労働憲章｣

　→完全雇用の促進、労働条件の改善、社会福祉の充実

・1969年自民党第22回大会｢党情報告｣

　→労働者との対話の重要性

・1970年代前半、労働組合の政策決定過程への参加が強まる

・1973年第一次石油危機

　→予算政治をポジティブ・サムからゼロ・サムに変えた

　→公共支出財源として自然増収に依存することが困難となる
　　自民党が税制改正過程で主導権を握り、政治的支持を調達する手段として税制を位置づける動きを加速させる

・大企業と穏健派労組は重税を伴う大きな福祉国家を阻止するために結集

・高度成長の初期、大企業は高度経済成長がもたらす社会的混乱を是正するという責任の一部を負担するという認識の下で、経営者の間では法人税を費用と捉えず、政府に対する利益の分配と位置づける見方が常態化した。

・1970年代まで大企業の利益集団は限界的な利潤が低下する中で、公共部門の拡大が不可避的に法人税の増税に繋がることを懸念し、行政改革や緊縮財政を政府に求める。

・日本経済の国際化と第一次石油危機による経済成長の鈍化
　→民間労組(同盟、金属労協、政策推進労組会議)のリーダーは、要求を控えめに設定する一方で、経営者との産業別労使協議機関を設置し、自民党との政治的交渉に参加する足掛かりを作った。
　　所得税減税、インフレ対策→実質賃金水準の維持

　　雇用確保と引き換えに名目賃金の抑制に応じる→減税の過程をより政治的で開かれたものにした。

　→輸出志向型産業の労働者は、衰退産業や中小・零細企業の労働者よりも高い賃金を受け取る

　→より高い税負担

　→税収は小規模事業主、農林漁業従事者、地方の労働者への成長の果実の再分配に使用、所得捕捉率の不平等

　→納税者の不満

・日本の組合は公共支出を地方や小規模事業者の利益集団に対する補助金であると捉えた。総評は民間労組に同調しない。

・民間労組と大企業経営者は、納税者の利益を代表する論理を用いて、従来とは異なる消費者の支持を集め、労働運動における総評の指導力を押さえ込もうとした。

・自民党の伝統的支持者は農産物輸入の自由化や大型小売店舗の規制緩和を含む外圧に晒されていた。

・自民党は民間労組の支持を確保するために民間労使の連合の力を強め、労働運動における左派のヘゲモニーの侵食に拍車を掛ける

・行政改革に反対する官僚と総評の連合の芽を摘み取る。
（３）大蔵省の消費税導入戦略

・1970年代、大蔵官僚は所得税負担の増大に対する労働者の抵抗に合い、より均一に分配され、安定的な財源調達制度に不可欠な一般消費税の導入に向けて努力する。

　→しかし強力な政治的同盟者を見出せない。それどころか、小規模業者、労働者、中流階級に属する主婦、彼らを代表する政治家からの抵抗に直面する。

　　｢日本の国民は、再分配機能は税制全体だけでなく、個別の税の内部でも追求されるべきである、と考えた。｣（p.205）
・1979年総選挙に先立って大蔵省は一般消費税案を支持するよう元大蔵官僚の大平首相を説得する。

　→同税に対する国民の反対、自民党は総選挙で大敗に帰す。

　　　福祉国家の成熟

　　　所得税・法人税の引き上げに対する政治的抵抗

　　　低生産性部門や地域への補助金増額が国会で要求される

・1983年大蔵省は物品税の課税品目拡大を意図し、OA機器に課税することで物品税は奢侈品課税であるという見方を変えようとした。
・関連業界やその利害を代弁する政治家から強い反対を受ける。

　→1984年自民党税調段階で撤退

・1986年中曽根首相は大蔵省からの圧力に負け、総選挙での公約を無視して、一般売上税と引換えに所得税減税の税制改革法案を提案した。

　→大企業は将来における法人税引き上げの可能性を回避することを期待して同法案を支持した。
　→野党の激しい反発と地方選挙における有権者の政治的反発

　→中曽根政権が提出した7つの関連法案すべてが廃案となる

・1986年現行税制の不公平感と重い税負担の是正を要求する

　→所得税率の引き下げ、税率適用区分の削減、富裕層による濫用で批判されてきたマル優の廃止→特別国会で可決

大蔵官僚

　財政赤字の拡大

財政規律を行使できない国会に不満

高齢化の進行で所得税に過度に依存する現行税制は持続不可能との見方を取る。

↓

自民党の有力者に課税ベースの広い消費税導入あるいは社会保障制度の圧縮を迫る。

後者は自民党の支持基盤に特に利益を提供する制度である。

・1988年NHKの世論調査から分かるように大蔵省の税制改革運動は国民の心の琴線を捉えた。

　　消費税導入前に既存税制の不公平是正がなされるべきである。

　　急速な高齢化社会の中では課税ベースが広い消費税が必要である。

・1988年竹下首相(大蔵官僚と長い協力関係を持ち、自民党の税制専門家)が税率３％の消費税導入に合意した。
→中道政党である公明党と民社党の支持を得るために、消費税の逆進的性質を緩和することを目的として、消費税の見込み税収を上回る所得税減税を行うことと低所得層と高齢者層に対する公共支出を増大することとの一括法案とする。
・1989年4月から同税が実施される

　→消費税は小規模業者に益税をもたらす

　→事実上、消費者による小規模事業者への直接的補助金

　→主婦連、消費者による抗議集会

・1989年7月参議院選挙で自民党は大敗
・1990年代前半、バブル崩壊後の景気後退

　→政府の所得税・法人税減税、公共事業支出の増大

・1994年非自民連立政権の細川首相による｢国民福祉税｣提案

　他の連立政権を組む政党の合意なしに真夜中の記者会見で突如表明する

　所得税・法人税減税と引換えに消費税増税

　→大企業グループ、大蔵省、通産省からの要求を配慮したものであった。

　→小規模業者から要求されていた、公債発行による財源調達で所得税・法人税減税を行うことを支持していた連立政権与党の社会党が一体処理に反対して政権を去る

　→構想の撤回

　→大蔵省は国民と政治家からやり方が横暴であるとして非難される

・1995年社会党村山首相は所得税減税を先行し、その後で消費税率を３％から５％に引き上げる。減税の財源確保のための消費税増税という従来のスタンスを踏襲する。
（４）むすびに代えて―消費税と日本型福祉国家の将来

・政府税調と財務省は再度、消費税の引き上げを考えている

・日本経団連：福祉政策の負担を民間部門から公共部門に移すために年金目的税としての消費税増税を支持

・連合：年金給付を現行水準に維持しながら、被用者負担の社会保障拠出や所得税の引き上げを回避する

・財務省：支出権限をこれまで通り維持するために、消費税の引き上げか、課税最低限の引き下げによる安定的な一般歳入の確保を望んでいる。

・日本経団連と連合の指導者：消費税の引き上げを含む新しい福祉国家の全体像を考えるために、労使双方の代表者を含む協議会の創設を小泉首相に求めている。

・国民負担のうち社会保障給付を通して国民に還元される割合は日本では一貫して低い。

　→国民が税収の公正な利用に関する政府の能力に不信感を持つだけでなく、いかなる税制改革も消費者や一般労働者に彼らの負担を増大させるのではという猜疑心を生じさせる

　→政治的有力者への不信感、生産者が有利になるように構築された政治制度への不満
・1994年選挙制度改革、政治制度改革

・2001年省庁再編

・2005年6月政府税調による個人所得税・個人住民税改革についての報告書の公表

　→消去法による消費税増税やむなしというムードつくり

　→問題の先送りに対する国民の不信感をむしろ強める

・経常収支黒字を背景とした赤字財政への依存

　→福祉国家の拡大を賄うのに必要な歳入を調達することができない。

II.赤石論文に対するコメント

・赤石氏の試み

戦後～1960年代初め
政治制度の違い→政治アクターの行動→公共政策 
　(例)SNTV　　　 政治家(自民党)　　　補助金　　  
　　　　　　　　 　↑↓　　　　　 　 公共事業　　　　

　　　　　　　　 後援会　　　　　　  政策減税　　

　　　　　　　　 農林漁業従事者　　　　 ↑　　　　
　　　　　　　　 小規模事業者　　　 　 官僚

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 →税制の差異
1950年取引高税廃止
1956年一般売上税導入の失敗　
1960年代個別間接税引上げ難航
繊維課税導入の失敗　

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
1960年代半ば～

→政治アクターの行動→公共政策

　　　　　　　　 自民党　　　　　　　
道路特定財源による道路網整備　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　↑↓ 　　　　　　
国土発展(公共事業)
　　　　　　　　 地方の支持基盤　　 
成長の果実の再分配
　　　　　　　　 組織労働者　　　　
完全雇用促進･労働条件の改善･社会福祉の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　→税制の差異

　　　　　　　　 大企業　　　　　　  
第一次石油危機後重税反対

　　　　　　　　 穏健派労組　　　　　
(大きな福祉国家を阻止)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人税増税反対

　　　　　　　　 同盟・金属労協・　　
所得税減税

　　　　　　　　 政策推進労組会議　　
輸出志向型産業労働者に高い税負担

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1979年一般消費税案(大平)への反対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1984年物品税課税品目拡大の失敗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1986年一般売上税(中曽根)廃案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　所得税率引下げ、税率適用区分削減、　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マル優廃止が特別国会で可決







1988年税率3％の消費税(竹下)導入に合意

　




1989年消費税実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小規模業者への益税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主婦連、消費者による抗議集会







1994年国民福祉税(細川)、所得･法人税減税






1995年所得税減税、消費税率5％に引上げ




　　日本経団連

連合

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
· 赤石論文では日本の消費課税水準が低位に推移した理由を政治制度と租税制度との直接的関係性の中で明らかにするのではなく、政治アクターと社会諸集団間の政治的取引を媒介して説明している。しかし歴史的新制度論と社会契約論の両アプローチの結合に関してその結節点が必ずしも明確ではない。戦後から1960年代初めまでは地方の政治的支持基盤の形成･維持のために政治家(自民党)が彼らに便益のある公共政策を行い、対価としての票と政治資金を自民党に集中させる。そうした社会集団が租税政策の部面では抵抗勢力になり、彼らの抵抗に晒される中で税制が作られるという構図と異なり、1960年代以降は社会諸集団と公共政策ならびに、同社会諸集団と租税政策との関わりが見えにくい。その原因は組織労働者との社会契約を取り上げなければならないためか、租税政策そのものが自民党にとって政治的支持を調達する手段に、社会契約の対象になったためか、あるいは1960年代以降の社会契約が幾重にも取り交わされていることに因るものであるのか。いずれにせよ、社会契約と税制との関わり、あるいは相互の繋がりの中で、税制が選択され決定されるのだとすれば、社会契約と税制との関わりについて1960年代以降についても一定のモデル化がなされなければならないのではないか。
· 官僚を如何に位置づけるのか。大蔵官僚やエリート官僚を社会契約に規定される国家と社会諸集団の関係の中でどのように捉えるのか。エリート官僚と社会諸集団との関係、そして国家と社会諸集団との間の合意とエリート官僚との関わりについて何らかの定式化は可能か。

· 大蔵省の税制改革運動は何を意味するのか。

· なぜ日本の官僚はスウェーデンの官僚のように「長期的な構造変化のために短期的な便益を犠牲にする必要性を政治家に納得させる」ことができなかったのか。
· 日本における消費課税水準が低位に留まる要因を、赤石論文は戦後以降の事象に求めた。しかし赤石論文で考察された「圧力」の発生以前に既に存在していた別の｢圧力｣が要因として働いているのか否かについて検討の余地があるのではないか。つまり、なぜ日本では個別間接税が奢侈品課税として定着し続けていたのか。消費の公平に固執するイデオロギーの源は何か。
III.租税研究に対する財政社会学的アプローチの可能性

　財政社会学はもとより政府の収入調達システムのみを考察の対象とするものではないが、財政の３つの領域である租税･公共支出･公債の中から租税という一つの個別領域を取り上げた場合にどのような分析上の可能性をわれわれに示してくれるのか。それを明らかにするためにはまずもって財政社会学とは何かを定義しなければならない。しかしながら財政社会学の先達の間でもそれは一様ではないということが紹介されている。そこでJ.L. Campbellに依拠すると、財政社会学は｢課税及び財政が広範な政治的、経済的、文化的、制度的、歴史的要因にいかに影響を及ぼし、それらによっていかなる影響を受けているかを検討する｣ことを課題とする。だとすれば、租税研究における財政社会学の貢献は課税と諸要因との相互作用を明らかにするところにあると見てよいであろう。課税に対する影響要因としてJ.L. Campbellは①地政学的対立　②マクロ経済的条件　③財政危機　④階級と利益集団　⑤代議制システム　⑥国家構造　⑦イデオロギー　を列挙する。まさに赤石(2005)では④と⑤という要因に焦点を当てて日本の消費課税を分析したと言える。財政民主主義ならびに租税法律主義を基底とする現代日本社会にあって④と⑤は分析上重要な座標軸となろう。このように財政社会学が諸要因の相互作用を研究対象とするということは、一時点における事象ではなく、時間経過を伴う現象、例えば、租税制度の生成･維持・変化･変容･転換、新税導入･廃止を分析することを意味する。J.L. Campbellでは課税に対する影響要因に明示されていないが、私は租税制度そのものが租税制度に影響を与える側面もありえるのではないかと考える。
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